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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物において、
　前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部に嵌合部材が嵌め込まれており、
　前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材との間にエネルギー吸収部材として降伏点の低
い金属部材が介装されて設置されていることを特徴とする制振建物。
【請求項２】
　屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物において、
　前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部にエネルギー吸収部材として降伏
点の低い金属部材が介装されて嵌合部材が嵌め込まれており、
　前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材の上に設置されていることを特徴とする制振建
物。
【請求項３】
　屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物において、
　前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部に降伏点の低い金属から成る嵌合
部材が嵌め込まれており、
　前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材の上に設置されていることを特徴とする制振建
物。
【請求項４】
　前記屋根部は、前記突出部として先端に膨出部を有する山部と谷部とから成る折板であ
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り、前記嵌合部材は前記膨出部に嵌まり込む形状であることを特徴とする請求項１乃至３
のいずれか一項に記載の制振建物。
【請求項５】
　前記住宅設備用パネルは、太陽電池モジュールパネルであることを特徴とする請求項１
乃至４のいずれか一項に記載の制振建物。
【請求項６】
　前記住宅設備用パネルは、バルコニーの床版パネルであることを特徴とする請求項１乃
至４のいずれか一項に記載の制振建物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、交通振動や強風時または地震時などにおける建物の振動を低減させる制振建
物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、交通振動や強風時または地震時などにおける建物の振動を低減させるために、建
物の最上階などにパッシブ型の制振装置を設置した制振建物が多く実施されている（例え
ば特許文献１等を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１０－８７７０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記した従来の制振建物では、通常、制振装置を、建物の最上階などに
設置しなければならないので、この制振装置の設置場所は他の用途に利用することができ
ず、設計の自由度が低かった。
【０００５】
　また、制振装置自体を別途用意するので、コストがその分掛かかっていた。
【０００６】
　そこで、本発明は、設計の自由度が高いとともに、経済的に実施できる制振建物を提供
することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記目的を達成するために、本発明の第１の制振建物は、屋根部に住宅設備用パネルが
設置された建物において、前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部に嵌合部
材が嵌め込まれており、前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材との間にエネルギー吸収
部材が介装されて設置されていることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明の第２の制振建物は、屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物におい
て、前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部にエネルギー吸収部材が介装さ
れて嵌合部材が嵌め込まれており、前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材の上に設置さ
れていることを特徴とする。
【０００９】
　ここで、前記エネルギー吸収部材は、高減衰部材又は降伏点の低い金属部材であっても
よい。
【００１０】
　また、本発明の第３の制振建物は、屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物におい
て、前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部に降伏点の低い金属から成る嵌
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合部材が嵌め込まれており、前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材の上に設置されてい
ることを特徴とする。
【００１１】
　さらに、本発明の第４の制振建物は、屋根部に住宅設備用パネルが設置された建物にお
いて、前記屋根部は、その上面に突出部を有し、前記突出部に嵌合部材が摺動可能に嵌め
込まれており、前記住宅設備用パネルは、前記嵌合部材の上に設置されていることを特徴
とする。
【００１２】
　ここで、前記屋根部は、前記突出部として先端に膨出部を有する山部と谷部とから成る
折板であり、前記嵌合部材は前記膨出部に嵌まり込む形状であってもよい。
【００１３】
　また、前記住宅設備用パネルは、太陽電池モジュールパネルであってもよい。
【００１４】
　さらに、前記住宅設備用パネルは、バルコニーの床版パネルであってもよい。
【発明の効果】
【００１５】
　このように構成された本発明の第１の制振建物は、住宅設備用パネルが、屋根部との間
にエネルギー吸収部材を設けて設置された構成となっているため、エネルギー吸収部材に
より振動エネルギーを吸収して、交通振動や強風時または地震時などにおける建物の振動
を低減でき、また、住宅設備用パネルは屋根部に設置されているので、設計の自由度が高
く、さらに、制振装置自体を別途用意する必要がないので、経済的に実施できる。
【００１６】
　また、このように構成された本発明の第２の制振建物は、住宅設備用パネルが、屋根部
との間にエネルギー吸収部材を設けて設置された構成となっているため、第１の制振建物
と同じく、エネルギー吸収部材により振動エネルギーを吸収して、交通振動や強風時また
は地震時などにおける建物の振動を低減でき、また、住宅設備用パネルは屋根部に設置さ
れているので、設計の自由度が高く、さらに、制振装置自体を別途用意する必要がないの
で、経済的に実施できる。
【００１７】
　ここで、エネルギー吸収部材が、高減衰部材又は降伏点の低い金属部材である場合は、
高減衰部材の粘弾性変形又は降伏点の低い金属の塑性変形により、振動エネルギーを熱エ
ネルギーに変換して放散させ吸収することができる。
【００１８】
　また、このように構成された本発明の第３の制振建物は、住宅設備用パネルが、降伏点
の低い金属から成る嵌合部材の上に設置された構成となっているため、降伏点の低い金属
から成る嵌合部材の塑性変形により振動エネルギーを熱エネルギーに変換して放散させ吸
収して、交通振動や強風時または地震時などにおける建物の振動を低減でき、また、第１
，第２の制振建物と同じく、住宅設備用パネルは屋根部に設置されているので、設計の自
由度が高く、さらに、制振装置自体を別途用意する必要がないので、経済的に実施できる
。
【００１９】
　さらに、このように構成された本発明の第４の制振建物は、住宅設備用パネルが、屋根
部の突出部に摺動可能に嵌め込まれた嵌合部材の上に設置された構成となっているため、
突出部と嵌合部材との間の摩擦により振動エネルギーを吸収して、交通振動や強風時また
は地震時などにおける建物の振動を低減でき、また、第１～第３の制振建物と同じく、住
宅設備用パネルは屋根部に設置されているので、設計の自由度が高く、さらに、制振装置
自体を別途用意する必要がないので、経済的に実施できる。
【００２０】
　ここで、屋根部が、突出部として先端に膨出部を有する山部と谷部とから成る折板であ
り、嵌合部材が膨出部に嵌まり込む形状である場合は、嵌合部材をわざわざボルトなどで
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固定する必要がなく、施工性がよい。
【００２１】
　また、住宅設備用パネルが、太陽電池モジュールパネルである場合は、大重量の太陽電
池モジュールパネルをパッシブ型の制振機構のマスとして有効に利用できる。
【００２２】
　さらに、住宅設備用パネルが、バルコニーの床版パネルである場合は、大重量のバルコ
ニーの床版パネルをパッシブ型の制振機構のマスとして有効に利用できる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】住宅設備用パネルとして太陽電池モジュールパネルを用いた本発明の制振建物の
概略構成を示す斜視図である。
【図２】実施例１の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【図３】本発明で用いられる折板の屋根部の概略構成を示す斜視図である。
【図４】実施例２の嵌合部材の概略構成を示す斜視図である。
【図５】実施例２の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【図６】実施例３の嵌合部材の概略構成を示す斜視図である。
【図７】実施例３の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【図８】実施例４の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【図９】実施例５の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【図１０】住宅設備用パネルとしてバルコニーの床版パネルを用いた本発明の制振建物の
概略構成を示す斜視図である。
【図１１】実施例６の制振建物における要部の概略構成を示す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の制振建物を実現する最良の形態を、図面に示す実施例１～実施例１０に
基づいて説明する。
【実施例１】
【００２５】
　先ず、実施例１の制振建物について説明する。
【００２６】
　この実施例１の制振建物は、図１に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての複数
の太陽電池モジュールパネル３，・・・が設置された建物１において実施される。
【００２７】
　ここで、屋根部２は、通常の陸屋根である。
【００２８】
　まず、図２に示したように、屋根部２に、太陽電池モジュールパネル３が設置される四
隅の位置に、上端面に予め平板状のエネルギー吸収部材５の下面を強力接着剤などで固定
しておいた支持部としての固定金具４，・・・をボルト６，・・・で取り付けておく。
【００２９】
　そして、太陽電池モジュールパネル３を、屋根部２に設けた固定金具４，・・・に固定
した平板状のエネルギー吸収部材５，・・・の上面に、強力接着剤などで固定して設置す
る。
【００３０】
　こうして、太陽電池モジュールパネル３が、建物１の屋根部２に設けた固定金具４，・
・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装されて設置された構成とされている。
【００３１】
　ここで、エネルギー吸収部材５には、アクリル系の高減衰部材が使用されている。この
高減衰部材としては、アクリル系の他に、スチレン系、ブチルゴム系、又は、これらを複
合したものが好適に使用される。
【００３２】
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　また、エネルギー吸収部材５には、低降伏点鋼や極低降伏点鋼などの降伏点の低い金属
部材も好適に使用される。
【００３３】
　さらに、予め建物１を構成する部材（柱・梁部材、外壁・内壁部材など）の使用量によ
って建物１の重量、剛性から固有振動数を概算しておく。そして、エネルギー吸収部材５
の剛性は、太陽電池モジュールパネル３がパッシブ型の制振機構のマスとして機能するよ
うに、太陽電池モジュールパネル３の重量から建物１の概算固有振動数にあわせたバネ（
粘弾性又は塑性）を有するものに設定されている。
【００３４】
　ここで、太陽電池モジュールパネル３の重量は、建物１の総重量の約０．５～３．０％
程度に設定し、その固有振動数を建物の概算固有振動数と略同一に調整する必要がある。
【００３５】
　例えば、建物１の重量が約３０トン（３００００ｋｇ）である場合、一般的な太陽電池
容量３ｋＷシステムの太陽電池モジュールパネル３は、３００～４５０ｋｇの重量を有す
るので、重量自体は必要十分である。
【００３６】
　そこで、場合によっては、太陽電池モジュールパネル３の固有振動数を建物１の概算固
有振動数と略同一にするために、太陽電池モジュールパネル３に重量物を付加したり、太
陽電池モジュールパネル３を複数連結したりする。
（１）このように構成された実施例１の制振建物は、太陽電池モジュールパネル３が、屋
根部２との間にエネルギー吸収部材５，・・・を設けて設置された構成となっているため
、エネルギー吸収部材５，・・・により振動エネルギーを吸収して、交通振動や強風時ま
たは地震時などにおける建物の振動を低減できる。
（２）また、太陽電池モジュールパネル３は、屋根部２に設置されているので、設計の自
由度が高い。
（３）さらに、制振装置自体を別途用意する必要がないので、経済的に実施できる。
（４）具体的には、エネルギー吸収部材５，・・・が、高減衰部材又は降伏点の低い金属
部材であるので、高減衰部材の粘弾性変形又は降伏点の低い金属の塑性変形により、振動
エネルギーを熱エネルギーに変換して放散させ吸収することができる。
（５）また、大重量の太陽電池モジュールパネル３をパッシブ型の制振機構のマスとして
有効に利用できる。
【実施例２】
【００３７】
　次に、実施例２の制振建物について説明する。
【００３８】
　この実施例２の制振建物も、図１に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての複数
の太陽電池モジュールパネル３，・・・が設置された建物１において実施される。
【００３９】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【００４０】
　まず、図５に示したように、折板の屋根部２に、太陽電池モジュールパネル３が設置さ
れる四隅の位置に、図４に示した嵌合部材７，・・・の各上端面に予め平板状のエネルギ
ー吸収部材５の下面を強力接着剤などで固定しておいたものを、山部２１，・・・の膨出
部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【００４１】
　そして、太陽電池モジュールパネル３を、屋根部２に設けた嵌合部材７，・・・に固定
した平板状のエネルギー吸収部材５，・・・の上面に、強力接着剤などで固定して設置す
る。
【００４２】
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　こうして、太陽電池モジュールパネル３が、建物１の屋根部２に設けた嵌合部材７，・
・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装されて設置された構成とされている。
【００４３】
　すなわち、屋根部２が先端に膨出部２３を有する山部２１，・・・と谷部２２，・・・
とから成る折板であり、嵌合部材７が固定金具４の代わりの役割をしていることが実施例
１と主に異なる。なお、他の構成は、実施例１と略同様であるので、対応する構成に同一
符号を付して説明を省略する。
【００４４】
　このように構成された実施例２の制振建物は、実施例１の（１）～（５）と略同様の効
果に加え、下記の効果を奏する。
（６）すなわち、屋根部２が、先端に膨出部２３を有する山部２１，・・・と谷部２２，
・・・とから成る折板であるとともに、嵌合部材７，・・・が山部２１，・・・の膨出部
２３，・・・に嵌まり込む形状であるので、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌
め込まれる嵌合部材７，・・・をわざわざボルトなどで固定する必要がなく、施工性がよ
い。
【実施例３】
【００４５】
　次に、実施例３の制振建物について説明する。
【００４６】
　この実施例３の制振建物も、図１に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての複数
の太陽電池モジュールパネル３，・・・が設置された建物１において実施される。
【００４７】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【００４８】
　まず、図７に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・における太陽電池モジ
ュールパネル３が設置される四隅の位置に、平板状のエネルギー吸収部材５の下面を固定
しておく。
【００４９】
　続いて、各平板状のエネルギー吸収部材５の上面から、実施例２の図４に示した嵌合部
材７よりもエネルギー吸収部材５の厚さＨ分だけ嵌合部分が長い図６に示した嵌合部材７
０を、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【００５０】
　ここで、各平板状のエネルギー吸収部材５の上面と嵌合部材７０の下面との間は、強力
接着剤などで固定しておく。
【００５１】
　そして、太陽電池モジュールパネル３を、屋根部２に設けた嵌合部材７０，・・・の上
面に、強力接着剤などで固定して設置する。
【００５２】
　こうして、太陽電池モジュールパネル３が、建物１の屋根部２の山部２１と嵌合部材７
０，・・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装された状態で嵌合部材７０，・
・・の上面に設置された構成とされている。
【００５３】
　すなわち、エネルギー吸収部材５，・・・が介装される位置が実施例２と主に異なる。
なお、他の構成は、実施例２と略同様であるので、対応する構成に同一符号を付して説明
を省略する。
【００５４】
　このように構成された実施例３の制振建物は、実施例１の（１）～（５）及び実施例２
の（６）と略同様の効果を奏する。
【実施例４】
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【００５５】
　次に、実施例４の制振建物について説明する。
【００５６】
　この実施例４の制振建物も、図１に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての複数
の太陽電池モジュールパネル３，・・・が設置された建物１において実施される。
【００５７】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【００５８】
　まず、図８に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・における太陽電池モジ
ュールパネル３が設置される四隅の位置に、実施例２の図４に示した嵌合部材７と同じ形
状をした降伏点の低い金属としての極降伏点鋼から成る嵌合部材７１，・・・を、山部２
１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【００５９】
　そして、太陽電池モジュールパネル３を、屋根部２に設けた嵌合部材７１，・・・の上
面に、強力接着剤などで固定して設置する。
【００６０】
　こうして、太陽電池モジュールパネル３，・・・が、建物１の屋根部２の山部２１の膨
出部２３に嵌めこまれた極降伏点鋼から成る嵌合部材７１，・・・の上面に設置された構
成とされている。
【００６１】
　ここで、降伏点の低い金属から成る嵌合部材７１には、極降伏点鋼が使用されているが
、これに限定されず、低降伏点鋼など塑性変形して振動エネルギーを熱エネルギーに変換
して放散させ吸収できるものが好適に使用される。
【００６２】
　すなわち、降伏点の低い金属から成る嵌合部材７１が、嵌合部材７とエネルギー吸収部
材５の双方の役割をしていることが実施例２と主に異なる。なお、他の構成は、実施例２
と略同様であるので、対応する構成に同一符号を付して説明を省略する。
【００６３】
　このように構成された実施例４の制振建物は、太陽電池モジュールパネル３が、降伏点
の低い金属から成る嵌合部材７１，・・・の上に設置された構成となっているため、降伏
点の低い金属から成る嵌合部材７１，・・・の塑性変形により振動エネルギーを熱エネル
ギーに変換して放散させ吸収して、交通振動や強風時または地震時などにおける建物１の
振動を低減できる。
【００６４】
　また、実施例１の（２）と（３）と（５）及び実施例２の（６）と略同様の効果を奏す
る。
【実施例５】
【００６５】
　次に、実施例５の制振建物について説明する。
【００６６】
　この実施例５の制振建物も、図１に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての複数
の太陽電池モジュールパネル３，・・・が設置された建物１において実施される。
【００６７】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【００６８】
　まず、図９に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・における太陽電池モジ
ュールパネル３が設置される四隅の位置に、実施例２の図４に示した嵌合部材７，・・・
を、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に若干の隙間８を設けることにより摺動可能
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に嵌め込んで取り付けておく。
【００６９】
　そして、太陽電池モジュールパネル３を、屋根部２に設けた嵌合部材７，・・・の上面
に、強力接着剤などで固定して設置する。
【００７０】
　図示は省略したが、太陽電池モジュールパネル３が一定の範囲内で摺動するように、山
部２１，・・・には、ストッパー機構が設けられている。
【００７１】
　こうして、太陽電池モジュールパネル３が、建物１の屋根部２の山部２１，・・・の膨
出部２３，・・・に摺動可能に嵌めこまれた嵌合部材７，・・・の上面に設置された構成
とされている。
【００７２】
　また、屋根部２が折板でない場合は、屋根部２の上面に突出部としてのガイドレールな
どを設け、これにあわせた形状の嵌合部材７を用いて実施してもよい。
【００７３】
　すなわち、エネルギー吸収部材５を設けないで、嵌合部材７，・・・が折板の屋根部２
の山部２１，・・・に沿って摺動する際に、嵌合部材７，・・・と山部２１，・・・との
間で摩擦が生じ、振動エネルギーを熱エネルギーに変換して吸収することが実施例２と主
に異なる。なお、他の構成は、実施例２と略同様であるので、対応する構成に同一符号を
付して説明を省略する。
【００７４】
　このように構成された実施例５の制振建物は、太陽電池モジュールパネル３が、折板の
屋根部２における山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に摺動可能に嵌め込まれた嵌合
部材７，・・・の上に設置された構成となっているため、膨出部２３，・・・と嵌合部材
７，・・・との間の摩擦により振動エネルギーを熱エネルギーに変換して放散させ吸収し
て、交通振動や強風時または地震時などにおける建物１の振動を低減できる。
【００７５】
　また、実施例１の（２）と（３）と（５）及び実施例２の（６）と略同様の効果を奏す
る。
【実施例６】
【００７６】
　次に、実施例６の制振建物について説明する。
【００７７】
　この実施例６の制振建物は、図１０に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしてのバ
ルコニーの床版パネル３０が設置された建物１０において実施される。
【００７８】
　ここで、屋根部２は、通常の陸屋根である。
【００７９】
　また、このバルコニーの床版パネルには、予め手摺り壁材３１が設けられている。
【００８０】
　まず、図１１に示したように、屋根部２に、バルコニーの床版パネル３０が設置される
四隅の位置に、上端面に予め平板状のエネルギー吸収部材５の下面を強力接着剤などで固
定しておいた支持部としての固定金具４，・・・をボルト６，・・・で取り付けておく。
【００８１】
　そして、バルコニーの床版パネル３０を、屋根部２に設けた固定金具４，・・・に固定
した平板状のエネルギー吸収部材５，・・・の上面に、強力接着剤などで固定して設置す
る。
【００８２】
　こうして、バルコニーの床版パネル３０が、建物１０の屋根部２に設けた固定金具４，
・・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装されて設置された構成とされている
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。
【００８３】
　ここで、エネルギー吸収部材５には、アクリル系の高減衰部材が使用されている。この
高減衰部材としては、アクリル系の他に、スチレン系、ブチルゴム系、又は、これらを複
合したものが好適に使用される。
【００８４】
　また、エネルギー吸収部材５には、低降伏点鋼や極低降伏点鋼などの降伏点の低い金属
部材も好適に使用される。
【００８５】
　さらに、予め建物１０を構成する部材（柱・梁部材、外壁・内壁部材など）の使用量に
よって建物１０の重量、剛性から固有振動数を概算しておく。そして、エネルギー吸収部
材５の剛性は、バルコニーの床版パネル３０がパッシブ型の制振機構のマスとして機能す
るように、バルコニーの床版パネル３０の重量から建物１０の概算固有振動数にあわせた
バネ（粘弾性又は塑性）を有するものに設定されている。
【００８６】
　ここで、バルコニーの床版パネル３０の重量は、建物１０の総重量の約０．５～３．０
％程度に設定し、その固有振動数を建物の概算固有振動数と略同一に調整する必要がある
。
【００８７】
　例えば、建物１０の重量が約３０トン（３００００ｋｇ）である場合、一般的なバルコ
ニー床版パネル３０は、４００～８００ｋｇの重量を有するので、重量自体は必要十分で
ある。
【００８８】
　そこで、バルコニーの床版パネル３０の固有振動数を建物１０の概算固有振動数と略同
一にするために、バルコニーの床版パネル３０の手摺り壁材３１の重量を調整したりする
。
（１）このように構成された実施例６の制振建物は、バルコニーの床版パネル３０が、屋
根部２との間にエネルギー吸収部材５，・・・を設けて設置された構成となっているため
、エネルギー吸収部材５，・・・により振動エネルギーを吸収して、交通振動や強風時ま
たは地震時などにおける建物の振動を低減できる。
（２）また、バルコニーの床版パネル３０は屋根部２に設置されているので、設計の自由
度は高い。
（３）さらに、制振装置自体を別途用意する必要がないので、経済的に実施できる。
（４）具体的には、エネルギー吸収部材５，・・・が、高減衰部材又は降伏点の低い金属
部材であるので、高減衰部材の粘弾性変形又は降伏点の低い金属の塑性変形により、振動
エネルギーを熱エネルギーに変換して放散させ吸収することができる。
（５）また、大重量のバルコニーの床版パネル３０及び手摺り壁材３１をパッシブ型の制
振機構のマスとして有効に利用できる。
【実施例７】
【００８９】
　次に、実施例７の制振建物について説明する。
【００９０】
　この実施例７の制振建物も、図１０に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしてのバ
ルコニーの床版パネル３０が設置された建物１０において実施される。
【００９１】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【００９２】
　また、このバルコニーの床版パネルには、予め手摺り壁材３１が設けられている。
【００９３】
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　まず、実施例２の図５に示したように、折板の屋根部２に、バルコニーの床版パネル３
０が設置される四隅の位置に、実施例２の図４に示した嵌合部材７，・・・の各上端面に
予め平板状のエネルギー吸収部材５の下面を強力接着剤などで固定しておいたものを、山
部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【００９４】
　そして、バルコニーの床版３０を、屋根部２に設けた嵌合部材７，・・・に固定した平
板状のエネルギー吸収部材５，・・・の上面に、強力接着剤などで固定して設置する。
【００９５】
　こうして、バルコニーの床版パネル３０が、建物１０の屋根部２に設けた嵌合部材７，
・・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装されて設置された構成とされている
。
【００９６】
　すなわち、屋根部２が先端に膨出部２３を有する山部２１，・・・と谷部２２，・・・
とから成る折板であり、嵌合部材７が固定金具４の代わりの役割をしていることが実施例
６と主に異なる。なお、他の構成は、実施例６と略同様であるので、対応する構成に同一
符号を付して説明を省略する。
【００９７】
　このように構成された実施例７の制振建物は、実施例６の（１）～（５）と略同様の効
果に加え、下記の効果を奏する。
（６）すなわち、屋根部２が、先端に膨出部２３を有する山部２１，・・・と谷部２２，
・・・とから成る折板であるとともに、嵌合部材７，・・・が山部２１，・・・の膨出部
２３，・・・に嵌まり込む形状であるので、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌
め込まれる嵌合部材７，・・・をわざわざボルトなどで固定する必要がなく、施工性がよ
い。
【実施例８】
【００９８】
　次に、実施例８の制振建物について説明する。
【００９９】
　この実施例８の制振建物も、図１０に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしてのバ
ルコニーの床版パネル３０が設置された建物１０において実施される。
【０１００】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【０１０１】
　また、このバルコニーの床版パネルには、予め手摺り壁材３１が設けられている。
【０１０２】
　まず、実施例３の図７に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・におけるバ
ルコニーの床版パネル３０が設置される四隅の位置に、平板状のエネルギー吸収部材５の
下面を固定しておく。
【０１０３】
　続いて、各平板状のエネルギー吸収部材５の上面から、実施例２の図４に示した嵌合部
材７よりもエネルギー吸収部材５の厚さＨ分だけ嵌合部分が長い実施例３の図６に示した
嵌合部材７０を、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【０１０４】
　ここで、各平板状のエネルギー吸収部材５の上面と嵌合部材７０の下面との間は、強力
接着剤などで固定しておく。
【０１０５】
　そして、バルコニーの床版パネル３０を、屋根部２に設けた嵌合部材７０，・・・の上
面に、強力接着剤などで固定して設置する。
【０１０６】
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　こうして、バルコニーの床版パネル３０が、建物１０の屋根部２の山部２１と嵌合部材
７０，・・・との間にエネルギー吸収部材５，・・・が介装された状態で嵌合部材７０，
・・・の上面に設置された構成とされている。
【０１０７】
　すなわち、エネルギー吸収部材５，・・・が介装される位置が実施例７と主に異なる。
なお、他の構成は、実施例７と略同様であるので、対応する構成に同一符号を付して説明
を省略する。
【０１０８】
　このように構成された実施例８の制振建物は、実施例６の（１）～（５）及び実施例７
の（６）と略同様の効果を奏する。
【実施例９】
【０１０９】
　次に、実施例９の制振建物について説明する。
【０１１０】
　この実施例９の制振建物も、図１０に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしてのバ
ルコニーの床版パネル３０が設置された建物１０において実施される。
【０１１１】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【０１１２】
　また、このバルコニーの床版パネルには、予め手摺り壁材３１が設けられている。
【０１１３】
　まず、実施例４の図８に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・におけるバ
ルコニーの床版パネル３０が設置される四隅の位置に、実施例２の図４に示した嵌合部材
７と同じ形状をした降伏点の低い金属としての極降伏点鋼から成る嵌合部材７１，・・・
を、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に嵌め込んで取り付けておく。
【０１１４】
　そして、バルコニーの床版パネル３０を、屋根部２に設けた嵌合部材７１，・・・の上
面に、強力接着剤などで固定して設置する。
【０１１５】
　こうして、バルコニーの床版パネル３０が、建物１０の屋根部２の山部２１の膨出部２
３に嵌めこまれた極降伏点鋼から成る嵌合部材７１，・・・の上面に設置された構成とさ
れている。
【０１１６】
　ここで、降伏点の低い金属から成る嵌合部材７１には、極降伏点鋼が使用されているが
、これに限定されず、低降伏点鋼など塑性変形して振動エネルギーを熱エネルギーに変換
して放散させ吸収できるものが好適に使用される。
【０１１７】
　すなわち、降伏点の低い金属から成る嵌合部材７１が、嵌合部材７とエネルギー吸収部
材５の双方の役割をしていることが実施例７と主に異なる。なお、他の構成は、実施例７
と略同様であるので、対応する構成に同一符号を付して説明を省略する。
【０１１８】
　このように構成された実施例９の制振建物は、バルコニーの床版パネル３０が、降伏点
の低い金属から成る嵌合部材７１，・・・の上に設置された構成となっているため、降伏
点の低い金属から成る嵌合部材７１，・・・の塑性変形により振動エネルギーを熱エネル
ギーに変換して放散させ吸収して、交通振動や強風時または地震時などにおける建物１０
の振動を低減できる。
【０１１９】
　また、実施例６の（２）と（３）と（５）及び実施例７の（６）と略同様の効果を奏す
る。
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【実施例１０】
【０１２０】
　次に、実施例１０の制振建物について説明する。
【０１２１】
　この実施例１０の制振建物も、図１０に例示した屋根部２に住宅設備用パネルとしての
バルコニーの床版パネル３０が設置された建物１０において実施される。
【０１２２】
　ここで、屋根部２は、図３に示したように、突出部としての先端に膨出部２３を有する
山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の陸屋根である。
【０１２３】
　また、このバルコニーの床版パネルには、予め手摺り壁材３１が設けられている。
【０１２４】
　まず、実施例５の図９に示したように、折板の屋根部２の山部２１，・・・におけるバ
ルコニーの床版パネル３０が設置される四隅の位置に、実施例２の図４に示した嵌合部材
７，・・・を、山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に若干の隙間８を設けることによ
り摺動可能に嵌め込んで取り付けておく。
【０１２５】
　そして、バルコニーの床版パネル３０を、屋根部２に設けた嵌合部材７，・・・の上面
に、強力接着剤などで固定して設置する。
【０１２６】
　図示は省略したが、太陽電池モジュールパネル３，・・・が一定の範囲内で摺動するよ
うに、山部２１，・・・には、ストッパー機構が設けられている。
【０１２７】
　こうして、バルコニーの床版パネル３０が、建物１０の屋根部２の山部２１の膨出部２
３に摺動可能に嵌めこまれた嵌合部材７，・・・の上面に設置された構成とされている。
【０１２８】
　また、屋根部２が折板でない場合は、屋根部２の上面に突出部としてのガイドレールな
どを設け、これにあわせた形状の嵌合部材７を用いて実施してもよい。
【０１２９】
　すなわち、エネルギー吸収部材５を設けないで、嵌合部材７，・・・が折板の屋根部２
の山部２１，・・・に沿って摺動する際に、嵌合部材７，・・・と山部２１，・・・との
間で摩擦が生じ、振動エネルギーを熱エネルギーに変換して吸収することが実施例７と主
に異なる。なお、他の構成は、実施例７と略同様であるので、対応する構成に同一符号を
付して説明を省略する。
【０１３０】
　このように構成された実施例１０の制振建物は、バルコニーの床版パネル３０が、折板
の屋根部２における山部２１，・・・の膨出部２３，・・・に摺動可能に嵌め込まれた嵌
合部材７，・・・の上に設置された構成となっているため、膨出部２３，・・・と嵌合部
材７，・・・との間の摩擦により振動エネルギーを熱エネルギーに変換して放散させ吸収
して、交通振動や強風時または地震時などにおける建物１０の振動を低減できる。
【０１３１】
　また、実施例６の（２）と（３）と（５）及び実施例７の（６）と略同様の効果を奏す
る。
【０１３２】
　以上、図面を参照して、本発明の最良の形態を実施例に基づいて詳述してきたが、具体
的な構成は、これらの実施例に限らず、本発明の要旨を逸脱しない程度の設計的変更は、
本発明に含まれる。
【０１３３】
　例えば、実施例１～実施例１０では、屋根部２を陸屋根としたが、これに限定されず、
勾配屋根などでも実施できる。
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　ここで、実施例２～５および実施例７～１０では、屋根部２を先端に膨出部２３を有す
る山部２１，・・・と谷部２２，・・・とから成る折板の屋根としたが、これに限定され
ない。要するに、屋根部２は、その上面に複数の突出部を有するものであればよく、例え
ば、通常の折板の屋根などでも実施できる。
【０１３５】
　また、実施例１～実施例１０では、住宅設備用パネルとしての太陽電池モジュールパネ
ル３又はバルコニーの床版パネル３０の四隅だけを支持したが、これに限定されない。す
なわち、要求される支持の安定性及び制振性能を考慮して、支持する箇所と個数及び支持
する面積を設定して実施される。
【０１３６】
　また、実施例１～実施例５では、住宅設備用パネルとしての太陽電池モジュールパネル
３を水平に設置したが、これに限定されず、太陽電池モジュールパネル３を極力太陽光が
直角に近くあたるように傾斜させて設置して実施してもよい。
【０１３７】
　例えば、実施例１においては、片側の支持部としての固定金具４を長くすることで、太
陽電池モジュールパネル３を極力太陽光が直角に近くあたるように傾斜させて設置するこ
とができる。
【０１３８】
　さらに、実施例６～実施例１０において、住宅設備用パネルとしてのバルコニーの床版
パネル３０に予め手摺り壁材３１を設けたように、本発明の住宅設備用パネルは、これに
付帯物を設けたものも含まれる。
【０１３９】
　また、実施例１～５では、１つの太陽モジュールパネル３についてだけ実施したが、複
数の太陽モジュールパネル３について実施してもよい。
【０１４０】
　また、実施例１～５を複合させて実施してもよい。
【０１４１】
　例えば、実施例３と実施例５は、細長い建物の弱軸方向に重点的に制振を行う場合に有
効なので、必要な制振性能を発揮できるように、実施例１と複合させて実施してもよい。
【０１４２】
　さらに、実施例６～１０も複合させて実施してもよい。
【符号の説明】
【０１４３】
１，１０　　　建物
２　　　屋根部
２１　　山部（突出部）
２２　　谷部
２３　　膨出部
３　　　太陽電池モジュールパネル（住宅設備用パネル）
３０　　バルコニーの床版パネル（住宅設備用パネル）
４　　　固定金具（支持部）
５　　　エネルギー吸収部材
７，７０，７１　　　嵌合部材
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